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コピーの実態

西 村 陽一郎

１．はじめに

イノベーションや新製品がコピーされる程度とそのスピードは産業別に特性別にも大きく異な

るといわれている（e.g. Mansfield et al.,１９８１; O’Neill et al.,１９９８）。すなわち，ある特定のイノ

ベーションや新製品は非常に速いスピードで数多くの競合他社にコピーされる。しかし，別のイ

ノベーションや新製品は遅いスピードで僅かな競合他社にコピーされる。したがって，コピー製

品で追従してくる競合他社数やそのスピードがイノベーションや新製品の特性ごとに非常に大き

く異なり先行者利益や企業のパフォーマンスが低下する（e.g. Lee et al.,２０００; Lieberman &

Montgomery,１９８８）のであれば，イノベーションを起こした企業や新製品をこれから投入する

企業は，イノベーションや新製品の特性を考慮しその保護手段を選択しなければならない１。ま

たイノベーションや新製品の特性とコピー製品で追従してくる競合他社の数やそのスピードとの

関係が事前に明らかになっているのであれば，その関係性は次の新製品への研究開発スピードひ

いては研究開発活動への金銭的および人的投資を意思決定する際の基礎的な情報となろう。それ

ではイノベーションや新製品の特性と，コピーをしようとする競合他社数やそのスピードとの間

になんらかの関係があるのだろうか。これが本稿でとりあつかうリサーチクエスチョンであり，

企業経営上非常に重要な事項である。

そこで本研究では新製品やイノベーションに対するコピーの実態を先行研究を通して明らかに

することを目的とする。本研究では主にどのような特性を持つイノベーションや新製品がコピー

されやすいのかといった観点から先行研究を概観する。

２．コピーの実態

２．１ Mansfield et al .（１９８１）の調査結果

彼らは化学産業，医薬品産業，電機産業，機械産業においてランダムに選ばれた米国企業の

４８の新製品（product innovation）について，コピーのコストと期間を調査・分析している。新

製品の内訳は，化学産業が１９製品，医薬品産業は１６製品，電機産業は１０製品，機械産業は３

製品となっている。また，１９６０年以前に開発された新製品は５製品，１９６０年に開発された新製
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品は１５製品，１９７０年～１９７６年に開発された新製品は２８製品という構成になっている。調査対

象となった新製品の性質としては，マージナルな改良製品ではなく，各企業にとって重要なイノ

ベーションであったことも明らかにしている。たとえば，イノベーションを開発した研究開発費

でみると，４８製品のうち，１００万ドルを超える新製品が３０製品にのぼっている（彼らの表１に

よると，２８製品となっている）。また，４８製品のうち，１２製品についてはその研究開発費が５００

万ドルを超えている。そして，４８製品のうち約７０％が特許によって保護されるぐらい重要なイ

ノベーションであった。よって，１ケース（先行開発企業よりライセンスインによって技術導入

を行いコピー製品を開発していた）をのぞきどのケースでもコピー追随者は自力でコピー製品を

開発していた。

彼らの研究では，コピーコストを，コピー製品を開発し市場に投入するまでにかかる費用と定

義し，その費用の中には，コピー製品自身の開発費用，量産化費用，工場への設備投資費用など

が含まれる。また，コピー期間とは，コピー企業がコピー製品の応用研究を開始してから商業化

に至るまでの経過期間と定義している２。

彼らの分析結果によれば，４８の新製品のうち，３４新製品はすでにコピーされていた。しかし

１４新製品についてコピー追随者は現れていなかった。また，コピーは費用的な側面でも期間的

な側面でも安い。たとえば，コピー製品開発費対新製品開発費（the ratio of the imitation cost to

the innovation cost）は平均で約６５％であった。コピーコストが新製品開発の研究開発費用の

８０％未満である製品は３１製品にのぼり約６５％となっていた（図表１）。産業別にみると，コ

ピーコストが新製品開発の研究開発費用の８０％未満である比率の水準が高いことから電機・機

械産業ではコピーコストが安くコピーしやすいことが明らかである（図表２）。新製品開発費用

図表３ 新製品開発費用別コピーコスト比率の状況

コピーコスト比率 ～２０％
未満

２０％～
４０％未満

４０％～
６０％未満

６０％～
８０％未満

８０％～
１００％未満 １００％～ 合計 ～８０％未

満の比率

１００万ドル未満 １ ２ ５ ６ ４ ２ ２０ ７０％

１００万ドル以上 ３ ３ ４ ７ ６ ５ ２８ ６１％

図表２ 産業別コピーコスト比率の状況

コピーコスト比率 ～２０％
未満

２０％～
４０％未満

４０％～
６０％未満

６０％～
８０％未満

８０％～
１００％未満 １００％～ 合計 ～８０％未

満の比率

化学産業 ２ ０ ６ ４ ４ ３ １９ ６３％

医薬品産業 １ ３ １ ５ ４ ２ １６ ６３％

電機・機械産業 １ ２ ２ ４ ２ ２ １３ ６９％

図表１ ４産業全体におけるコピーコスト比率の状況

コピーコスト比率 ～２０％
未満

２０％～
４０％未満

４０％～
６０％未満

６０％～
８０％未満

８０％～
１００％未満 １００％～ 合計

４産業 ４ ５ ９ １３ １０ ７ ４８
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別にみると，新製品開発費用が高いほどコピーコストが高くなる傾向がうかがえる（図表３）。

次に，コピー製品開発期間対新製品開発期間（the ratio of the imitation time to the innovation

time）をみると，その水準は平均で約７０％となっている。コピー期間が新製品開発の研究開発

期間の７０％未満である製品は２９製品とのぼり約６０％となっている（図表４）。産業別にみる

と，コピー期間が新製品開発の研究開発期間の７０％未満である比率の水準が高いことから，医

薬品産業ではコピー期間が短くコピーしやすいことが明らかである（図表５）。新製品開発費用

別にみると，新製品開発費用が高いほどコピー期間が長くなる傾向がうかがえる（図表６）。

図表１から図表６をみてもわかるようにコピーコスト比率が高いとコピー期間比率も高くなり

逆もしかりである。２つの変数の相関係数は０．８である。また，４８新製品中７製品が「コピー製

品開発費用＞イノベーション開発費用」であった。同様に４８製品中７製品が「コピー製品開発

期間＞イノベーション開発期間」であった。つまり，先行開発者が技術的に先行しすぎていて後

発追随者にとって新技術が理解できないケースがある。そのためノウハウで保護されているのと

同じ状態になり，自社で開発する必要がある部分が多く，その分コストが割高になっていること

を示している。

次に，彼らはコピーコスト比率の決定要因分析を行っている。分析結果によれば，新製品に関

する応用研究開発比率は－０．６８４％，FDA に定められている臨床試験が必要かのダミー変数は

３１％，同じ製品について多用途化が可能か・先発企業以外に特許取得者がいるかのダミー変数は

－５３．６％の影響度がコピーコスト比率に対してあった。

図表４ ４産業全体におけるコピー期間比率の状況

コピー期間比率 ～３０％未
満

３０％～
５０％未満

５０％～
７０％未満

７０％～
９０％未満

９０％～
１１０％未満 １１０％～ 合計

４産業 ６ １１ １２ ５ ７ ７ ４８

図表６ 新製品開発費用別コピー期間比率の状況

コピー期間比率 ～３０％
未満

３０％～
５０％未満

５０％～
７０％未満

７０％～
９０％未満

９０％～
１１０％未満 １１０％～ 合計 ～７０％未

満の比率

１００万ドル未満 ２ ４ ７ ２ ２ ３ ２０ ６５％

１００万ドル以上 ４ ７ ５ ３ ５ ４ ２８ ５７％

図表５ 産業別コピー期間比率の状況

コピー期間比率 ～３０％
未満

３０％～
５０％未満

５０％～
７０％未満

７０％～
９０％未満

９０％～
１１０％未満 １１０％～ 合計 ～７０％未

満の比率

化学産業 ３ ３ ５ ４ ２ ２ １９ ５８％

医薬品産業 ２ ５ ４ ０ ３ ２ １６ ６９％

電機・機械産業 １ ３ ３ １ ２ ３ １３ ５４％
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新製品の応用研究
開発費比率

FDAの臨床試験認可
が必要かどうかのダ

ミー変数
コピーコスト
比率

同じ製品について多
用途での利用が可能
か／先発者以外が
特許を持っているか
のダミー変数

－0.684％

－53.6％

31％

次に，彼らは特許による保護とコピーとの関係性を分析している。まず第１に，６０％の特許

化された新製品が４年以内でコピーされていた。第２に，すでに特許によって保護されている新

製品のコピーコスト比率が特許化によって１１％（中央値）増加したと回答している。第３に，

まだ特許によって保護されていない新製品のコピーコスト比率が特許化によって６％（中央値）

増加すると回答している。つまり，前述の２つの事実は，ある製品は特許化され，別の製品は特

許化がなぜなされないのかを示唆している。第４に，新製品４８製品中特許によって保護されて

いない２製品については，特許による保護で技術内容が公開されてしまうためコピーコスト比率

やコピー期間比率が減少すると回答していた。第５に，医薬品産業においては，すでに特許に

よって保護されている新製品のコピーコスト比率が特許化によって約３０％（中央値）増加した

と回答している。化学産業においては，すでに特許によって保護されている新製品のコピーコス

ト比率が特許化によって約１０％（中央値）増加したと回答している。最後に，電機・機械産業

においては，すでに特許によって保護されている新製品のコピーコスト比率が特許化によって約

７％（中央値）増加したと回答している。したがって，医薬品では特許によるコピーコスト比率

の増加が多い。これは特許が保護手段として有効で重要であることを示す。最後に，約１５％の

新製品が，特許によって４年以上コピー追随者の参入を遅らせたと回答している。また医薬品の

場合，２５％の新製品が２年以上のコピーおよび新規参入を遅らせたと回答している。

最後に，コピーコスト比率の高さは新規参入を妨げ，市場集中度を高めているかという観点か

ら，コピーコストと市場構造の関係性を分析している。分析結果によると，コピーコスト比率は

新規参入を阻止し，市場集中度を高めていることを観察している（図表８）。

図表７ コピーコスト比率の決定要因の分析結果
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コピーコスト比率
4年以内参入で
きない確率／4年
以内参入できる

確率

3.92％

コピーコスト比率
（産業の平均値）

産業別市場
集中度（N4）

61.5％

２．２ Mansfield（１９８５）の調査結果

Mansfield（１９８５）は主要なプロダクト・イノベーションやプロセス・イノベーションを開発

するかどうかの自社の意思決定が他社にどの程度漏洩しているのかを調査している。情報漏洩が

どのようにコピーと関係するのかというと，産業の差異が存在するかもしれないが，このような

新製品や新プロセス開発の情報が漏洩すれば遅かれ早かれコピーにつながるということである。

彼は，１３もの製造業（化学工業，医薬品工業，石油製品工業，鉄鋼・非鉄金属工業，電気機械

器具工業，機械工業，輸送機械工業，精密機械工業，窯業・土石製品工業，金属製品工業，食品

工業，ゴム製品工業，パルプ・紙工業）にわたる１００社の企業をランダムに抽出し，その企業の

CEOに自社の開発情報が平均何ヶ月で競合他社に漏洩しているのかを調査した。彼の分析結果

によれば，自社の開発情報が漏洩する平均月数は１２ヶ月から１８ヶ月以内であり，また６ヶ月未

満で漏洩する比率は２０％であることを明らかにしている３。具体的には，まだ開発が実際に開始

していないが，その開発情報が競合他社に漏洩する比率は，①イノベーションの種類によって異

なる，②産業セクター別に異なることを観察している（図表９）。第１に，プロダクト・イノ

ベーションとプロセス・イノベーションを比較すると，プロダクト・イノベーションの方が漏洩

が高く，プロセスイ・ノベーションの方が漏洩が比較的低い。第２に，医薬品工業や窯業・土石

製品工業では漏洩する比率が低いが，石油製品工業や輸送機械工業では漏洩する比率は高い。こ

れは，新製品開発・新プロセスを開発をする際には，少なからず競合他社と相互にやりとりを行

うことに起因する（Jaffe et al.,２０００a ; Jaffe et al.,２０００b）。特にプロダクト・イノベーションと

プロセスイ・ノベーションとの比較でいえば，プロダクト・イノベーションを開発する場合はプ

ロセス・イノベーションを開発する場合と比べてより相互に，競合他社とやりとり（“communi-

cation”）を行う（Mansfield,１９８５:２１９）。

また開発が終了後，その開発情報が競合他社に漏洩する比率は，①プロダクト・イノベーショ

ンとプロセス・イノベーションを比較すると，プロダクト・イノベーションの方が漏洩が高く，

プロセス・イノベーションの方が漏洩が比較的低い，この傾向は，開発前に他社に漏洩する傾向

図表８ コピーコスト比率と新規参入阻止との関係・コピーコスト比率と市場集中度との関係
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プロダクト・イノベーション

化学
工業

医薬
品工
業

石油
製品
工業

鉄鋼
・非
鉄金
属工
業

電気
機械
器具
工業

機械
工業

輸送
機械
工業

精密
機械
工業
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・土
石製
品工
業

その
他 平均

100％
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70％
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10％
0％

プロセス・イノベーション

プロダクト・イノベーション

化学
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品工
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石油
製品
工業

鉄鋼
・非
鉄金
属工
業
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機械
器具
工業

機械
工業
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機械
工業
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機械
工業
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・土
石製
品工
業

その
他 平均

100％
90％
80％
70％
60％
50％
40％
30％
20％
10％
0％

プロセス・イノベーション

と同様である，②開発前に漏洩する傾向と同様に，電気機械器具工業，精密機械工業にて競合他

社に１００％漏洩する，③ただし，開発前には競合他社に漏洩する比率が低かった医薬品工業や窯

業・土石製品工業では競合他社に１００％漏洩することが観察できる（図表１０）。これは，開発後

は，部品や原材料のサプライヤーや顧客を通じて漏洩したり，特許出願書類を通じて漏洩した

図表９ イノベーションが１８ヶ月以内に漏洩する比率（開発開始前）

注：いくつかの産業はサンプルの関係上掲載されていない。産業分類の名称は原文から邦訳する際に
特許庁『知的財産活動調査』にもとづいて記載している。

図表１０ イノベーションが１８ヶ月以内に漏洩する比率（開発終了後）

注：いくつかの産業はサンプルの関係上掲載されていない。産業分類の名称は原文から邦訳する際に
特許庁『知的財産活動調査』にもとづいて記載している。
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り，新製品からリバースエンジニアリングが可能であること，プロセス・イノベーションで製造

した製品もリバースエンジニアリングでどのような製造方法なのかを予想することが可能である

ことを示しているとしている。

２．３ Lee et al .（２００３）の研究

彼らはビール業界（brewing），長距離電話業界（long distance telecommunication），PC業界

（personal computer）といった３産業の８２新製品について，コピーの状況を調査・分析してい

る。新製品の内訳は，ビールについて２２新製品，長距離電話について１８新製品，PCについて

４２新製品となっている。８２新製品について６３２回コピーされており，その内訳は，図表１１の通

りである。
図表１１ ８２新製品におけるコピー状況

（単位：製品数） ビール 長距離電話 PC

１～２回コピー ５ ４ １８

３～８回コピー １１ ８ １２

９回以上コピー ６ ６ １２

合 計 ２２ １８ ４２

彼らは制度理論（institutional theory）とバンドワゴン理論（bandwagon theory）を使って，

イノベーションのラジカルさ（radicality）とイノベーションの範囲（scope）といったイノベー

ション固有の特徴と，コピーの頻度（extent）やスピード（speed）との関係性を統計分析して

いる４，５。

これらの理論より，イノベーションがラジカルであるほど，イノベーション特性について他社

から情報を得ることが困難で，（１）収益性について社内で評価できない，（２）コピー行動を社内

に対して正当化できないと予想している。そのため，コピーの頻度に負，コピースピードが遅れ

ると予想している。またイノベーションの製品対応範囲が広いほど，イノベーションの特性につ

いて他社から漏洩する情報を得ることがたやすく，（１）収益性について社内で評価しやすく，

（２）コピー行動について社内で正当化しやすい。そのため，コピー頻度に正，コピースピードを

速めると予想している。

彼らの統計分析結果によれば，（１）イノベーションがラジカルであるほど，コピーの頻度は増

加し，コピースピードは速くなる。（２）イノベーションが広範囲に適用可能であるほど，コピー

スピードは速くなることを観察している（図表１２）。

（２）の結果は彼らの予想と整合的であったが，（１）の結果が彼らの予想と正反対となったの

は，コピーすることに対するオプション価値や防衛戦略としてのコピー，もしくは技術開発であ

まりにも遅れをとることについてそれを恐れてコピーしているのではないかと推察している。
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イノベーションの
ラジカルさ コピーの頻度＋

イノベーションの
適用範囲

コピーのスピード＋

＋

２．４ Zander and Kogut（１９９５）の研究

彼らはスウェーデンの３５個の重要なイノベーションに注目して，イノベーション固有の特徴

と（１）組織内知識移転と（２）コピー（すなわち組織外知識移転）のスピードとの関係性につい

て，ハザードモデルを使いサバイバル分析を行っている。ここでいう重要なイノベーションとは

毎年２，０００万スウェーデンクローネ（約３５０万米ドル）以上の売上高があり，スウェーデン特許

法で特許化が可能で，少なくとも１つの重要特許が存在するイノベーションである。彼らはイノ

ベーション固有の特性を（１）成文化可能性（Codifiability），（２）学習可能性（Teachability）（３）

複雑性（Complexity），（４）システム依存性（System Dependence），（５）製品コピー可能性

（Product Observability）といった５つの側面からとらえている６。

彼らは，成文化可能性（Codifiability）や学習可能性（Teachability）が高く，複雑性（Com-

plexity）やシステム依存性（System Dependence）が低いほど，組織内の移転が速くコピーも速

いと予想している。また，類似品の新製品開発を同時に行っている（Parallel Development）ほ

ど，組織内の移転が早くコピーも速いと予想している。最後に製品コピー可能性（Product Ob-

servability）が高いほど，競合他社によるコピーのスピードが速いと予想している。統計分析の

結果によると，成文化可能性（Codifiability）や学習可能性（Teachability）が高いほど，そして

類似品の新製品開発を同時に行っている（Parallel Development）ほど，組織内の移転のスピー

ドが速いことが明らかとなっている。他方で，イノベーション固有の特性とコピーのスピードと

の関係性についてはどの要因も統計的に有意な関係がみられなかったとしている。

２．５ Cappelli et al .（２０１４）の研究

彼らはマンハイム・イノベーション・パネルの２００３年の製造業ドイツ企業１，００７社のデータ

（２０００年から２００２年の間イノベーションを生み出した企業にサンプルを限定）を利用して分析

を行っている。彼らは，２０００年から２００２年の間に製品市場における新製品の売上高比率（＝製

図表１２ Lee et al .（２００３）の分析結果
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品市場における新製品の売上高／業界全体の売上高）を新製品の売上高比率，２０００年から２００２

年の間に製品市場における従来製品しかし分析対象企業にとっての新製品の売上高比率（＝条件

を満たす新製品の売上高／業界全体の売上高）をコピー製品の売上高比率と定義している。その

上で，製品開発にとってどの情報源からの情報流出が必要不可欠だったのかを企業にアンケート

調査しており，それにもとづいてダミー変数を作っている。具体的には，（１）部品供給業者，

（２）顧客，（３）競合他社，（４）研究機関といった４つの情報源からの情報流出でダミー変数を作

成してトービット推計モデルに入れて分析を行っている。

分析結果によれば，新製品開発の情報源としては，顧客や大学からの情報流出といったものが

重要であることを明らかにしている。一方でコピー製品開発の情報源としては，競合他社からの

情報流出といったものが重要であることを観察している。したがって，コピーを行う企業からす

ると競合他社を監視して競合他社からの情報流出が重要だということが示唆される。

３．結びにかえて

本研究では先行研究を通して，新製品やイノベーションに対するコピーの実態を明らかにして

きた。主要な結論は以下の通りである。

【総論】

米国では約７１％の新製品がすでにコピーされていた。しかし２９％の新製品についてはコピー

されていなかった（Mansfield et al.,１９８１）。また自社の開発情報が漏洩する平均月数は１２ヶ月

から１８ヶ月以内であった（Mansfield,１９８５）。コピー製品開発費対新製品開発費は平均で約

６５％であった（Mansfield et al.,１９８１）。コピー製品開発期間対新製品開発期間は平均で約７０％

となっている（Mansfield et al.,１９８１）。よってコピー製品はコスト的な側面でも期間的な側面で

も平均的にみると安い。

【産業とコピーとの関係性】

コストの側面からみると電機・機械産業では新製品のコピーコストが安くコピーしやすい

（Mansfield et al.,１９８１）。次に，時間の側面でみると，医薬品産業がコピー期間が短くコピーし

やすい（Mansfield et al.,１９８１）。また，まだ開発が実際に開始されていないが，その開発情報が

競合他社に漏洩する比率をみると，医薬品工業や窯業・土石製品工業では漏洩する比率が低い

が，石油製品工業や輸送機械工業では漏洩する比率は高い。

【イノベーションや新製品の特性とコピーとの関係性】

①プロセス・イノベーション対プロセス・イノベーション

プロダクト・イノベーションとプロセス・イノベーションを比較すると，プロダクト・イノ
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ベーションの方が情報漏洩が高い確率で起き，プロセス・イノベーションの方が情報漏洩が比較

的起きにくい（Mansfield,１９８５）。

②イノベーションや新製品の価値とコピーとの関係性

イノベーションや新製品の価値の観点でみると，新製品開発費用が高いほどコピーコストが高

くなり，新製品開発期間が長いほどコピー期間が長くなる（Mansfield et al.,１９８１）。

③イノベーションや新製品のラジカルさ・範囲とコピーとの関係性

イノベーションや新製品がラジカルであるほど，コピーの頻度は増加し，コピースピードは速

くなる。また，イノベーションや新製品が広範囲に応用可能であるほど，コピースピードは速く

なる（Lee et al.,２００３）。

④イノベーションや新製品の形式知化・暗黙知化とコピーとの関係性

イノベーションや新製品が成文化しやすく学習がしやすいほど，組織内の知識移転が促進され

ることを発見している。しかし，意外にも，これらの要因がコピーのタイミングに対してなんら

影響を及ぼしていなかった（Zander & Kogut,１９９５）。

⑤イノベーションや新製品の情報源とコピーとの関係性

コピー製品開発の情報源としては，競合他社からの情報流出といったものが重要である（Cap-

pelli et al.,２０１４）。

今後の研究の方向性としては，なぜ企業はコピーするのかを整理する必要がある。その際にコ

ピーコストやコピー期間の観点（Cappelli et al.,２０１４; Mansfield et al.,１９８１）や，新製品に関す

る情報やコピー行動の正当性（Lee et al.,２００３）の観点からの議論が必要になる。この分野にお

けるさらなる研究が望まれる。

注
１ コピーに対する保護手段として特許権で保護する戦略，他の知的財産権で保護する戦略，営業秘密と
いった秘匿化戦略，リード・タイムの短縮化が有効だと言われている。各手段の特徴とその効果について
は大西・西村（２０１８）および拙稿（２０１６）を参照されたい。

２ なお，カナダの状況については Hanel（２００８）を参照されたい。
３ １００社の選定基準は，Mansfield（１９８５）を参照されたい。
４ 制度理論については，Meyer and Rowan（１９７７）および DiMaggio and Powell（１９８３）を参照されたい。
またバンドワゴン理論については，Leibenstein（１９５０）及び Bikhchandani et al.（１９９２）を参照されたい。
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５ 彼らによれば，イノベーションのラジカルさとは，業界の従来品から新製品がどの程度技術的にかけ離
れているかの程度（“the extent to which the innovator’s new product departs from prior new products in

an industry”）と定義しており（Lee et al,２００３:７５６），分析では，業界の３人の専門家をヒアリングして，
５段階リッカート尺度法で点数をつけてもらい，それを利用している。イノベーションの範囲とは，新製
品がターゲットとしている顧客，市場，競合他社の数（“the number of customers, markets, and competi-

tors a new product innovation is targeting”）と定義しており（Lee et al,２００３:７５７），分析では，業界の３
人の専門家をヒアリングして，５段階リッカート尺度法で点数をつけてもらい，それを利用している。

６ 彼らの論文でいう Codifiabilityとは，イノベーションを成文化できる程度（“the degree to which knowl-

edge can be encoded, even if the individual operator does not have the facility to understand it”）である
（Zander & Kogut,１９９５:７９）。Teachabilityとは，学校や実践でどれぐらいそのイノベーションを学習する
ことができるのかといった程度（“the extent to which workers can be trained in schools or on the job”）
である（Zander & Kogut,１９９５:７９）。Complexityとは，異なる種類のコンピテンシーの組み合わせに存
在する固有のばらつき（“the inherent variations in combining different kinds of competencies”）としてい
る（Zander & Kogut,１９９５:７９）。System Dependenceとはそのイノベーションにもとづいて製品を製造
する際に多くの異なる熟練従業員に依存しなければならない程度（“the degree to which a capability is

dependent on many different（groups of）experienced people for its production”）としている（Zander &

Kogut,１９９５:７９）。Product Observabilityとは，イノベーションを競合他社がどの程度コピーできるかの
程度（“the degree to which capable competitors can copy the manufacturing capability”）である（Zander

& Kogut,１９９５:７９）。
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